
地方公共団体の公会計は、現金主義・単式簿記といって、一年間の現金収入と支
出を明らかにすることを目的としています。

しかし、この方法では、民間企業のようにどれだけの資産や負債を持っているの
かといったストックの状況や現金以外の要素を考慮した実質的なコストや収益と
いった経営成績がわかりません。

このような課題を補完するために、平成２０年度決算以降、企業会計（発生主
義・複式簿記）を参考にした財務書類の作成が国から要請されており、平成２８年
度決算からは、国が定める統一的な基準に沿って財務書類の作成を行うこととされ
ています。

長崎市においても、統一的な基準による財務書類を作成・分析することにより、
市民のみなさまに財政状況をわかりやすく公表するよう努めていきます。

１ 公会計改革の目的

令和４年度決算に係る財務書類について
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貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書及び資金収支計算書の４種類の
財務書類を、一般会計等、地方公共団体の全体、外郭団体等を含めた連結の３つの区
分で作成します。

２ 作成する財務書類の概要

+ 歳計外現金残高

作成する財務書類（４表）

資金収支計算書

収入

支出

資金増減額

期首資金残高

期末歳計現金残高

行政コスト計算書

経常費用

経常収益

純経常行政コスト

臨時損失・臨時利益

純行政コスト

純資産変動計算書

期首純資産残高

純行政コスト

税収等（一般財源）、補助金等

資産評価替え等による変動額

期末純資産残高

ー

＝

＋

＝

ー

＝

±

＝

ー

±

＝

＋

貸借対照表

資産 負債

・ ・ ・

・ ・ ・

現金預金 純資産

・ ・ ・

・ ・ ・
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貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書及び資金収支計算書の４種類の
財務書類を、一般会計等、地方公共団体の全体、外郭団体等を含めた連結の３つの区
分で作成します。

２ 作成する財務書類の概要

財務４表の連結

・ 一般会計等（普通会計など）

・ 公営企業６会計
上下水道、観光施設事業など

・ その他公営事業４会計
国民健康保険事業、介護保険事業など

長崎市

・ 第三セクター等１０団体

（一財）長崎市野母崎振興公社
（福）長崎市社会福祉事業団
長崎つきまち（株）

（一財）長崎市勤労者サービスセンター
（一財）長崎ロープウェイ・水族館
（株）長崎高島水産センター
（一財）長崎市地産地消振興公社
（公財）長崎市スポーツ協会
（一財）クリーンながさき
（地独）長崎市立病院機構・ 広域連合１団体

長崎県後期高齢者医療広域連合
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資産や負債をどれだけ有しているかといったストック（残高）面から財政状況を表した
ものです。
また、資産を取得するためにどのような財源（負債・純資産）で賄ってきたかをみるこ

とができます。

３ 一般会計等の財務４表

（１）貸借対照表

（単位：千円）

ア 事業用資産

イ インフラ資産

ウ 物品

ア 投資及び出資金 ２　流動負債

イ 投資損失引当金 （１）翌年度償還予定地方債

ウ 長期延滞債権

エ 長期貸付金

オ 基金

カ その他

キ 徴収不能引当金

（１）現金預金

注）計数の端数調整により、表中の計、差引等が一致しない場合があります。

資産の部 金額 負債の部 金額

１　固定資産 796,255,082 １　固定負債 284,222,856

（１）有形固定資産 688,613,113 （１）地方債 257,869,576

368,630,078 （２）長期未払金 231,855

315,227,672 （３）退職手当引当金 19,911,410

4,755,362 （４）損失補償等引当金 194,180

（２）無形固定資産 869,924 （５）その他 6,015,835

（３）投資その他の資産 106,772,045

60,923,113 28,855,363

0 25,038,328

782,659 （２）未払金 21,504

13,658,435 （３）賞与等引当金 1,714,526

29,568,912 （４）預り金 2,081,005

1,940,345

△ 101,418

２　流動資産 34,691,564 負債合計 313,078,220

10,630,950 純資産の部 金額

　　　　うち歳計現金 8,549,945

（２）未収金 1,438,316

（３）基金 19,863,907

（４）その他 2,802,774

（５）徴収不能引当金 △ 44,383

純資産合計 517,868,427

資産合計 830,946,646 負債及び純資産合計 830,946,646
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資産や負債をどれだけ有しているかといったストック（残高）面から財政状況を表した
ものです。
また、資産を取得するためにどのような財源（負債・純資産）で賄ってきたかをみるこ

とができます。

（１）貸借対照表

３ 一般会計等の財務４表

ア 令和４年度決算における固定資産は約7,963億円となっており、そのうち土地や
建物などの形で保有する「有形固定資産」は約6,886億円、他団体への出資金や
特定目的のための基金などの「投資その他の資産」が約1,068億円です。

イ 市税や保育料などにかかる長期延滞債権や未収金のうちの一部について、過去
５年間の不納欠損の実績により回収不能見込額として徴収不能引当金を約1億円
計上しています。

ウ 負債合計は約3,131億円となっており、そのうち地方債が約2,829億円と大きな
割合を占めていますが、地方債残高のうち約1,421億円は地方交付税で措置される
見込みです。
また、全職員が令和４年度末に普通退職したと想定した場合の要支給額を

退職手当引当金として約199億円計上しています。

エ 資産から負債を差し引いたものが純資産（現在までの世代が負担した部分）と
なり、全体として、約5,178億円となっています。
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３ 一般会計等の財務４表

行政活動のうち福祉活動やごみの収集といった資産形成に結びつかない行政サービスに
係る経費とその行政サービスの直接の対価として得られた使用料・手数料などの財源（受
益者負担）を対比させたものです。
この２つの差が純行政コストとなりますが、これは受益者負担以外の市税等で賄わなけ

ればならないコストを表しています。

（２）行政コスト計算書

注）計数の端数調整により、表中の計、差引等が一致しない場合があります。

（単位：千円）

経常費用（A) 金額

１　人にかかるコスト 26,749,437

（１）職員給与費 22,190,335

（２）賞与等引当金繰入額 1,714,526

（３）その他 2,844,576

２　物にかかるコスト 56,751,905

（１）物件費 32,213,174

（２）維持補修費 3,521,008

（３）減価償却費 21,017,723

３　移転支出的なコスト 115,769,925

（１）社会保障給付 86,795,249

（２）補助金等 12,345,685

（３）他会計等への支出額 16,008,395

（４）その他 620,596

４　その他のコスト 2,069,460

（１）支払利息 1,098,832

（２）その他行政コスト 970,628

経常費用合計 201,340,727

経常収益（B) 金額

１　使用料・手数料 3,784,897

２　その他 5,615,495

経常収益合計 9,400,392

臨時費用（C) 金額

臨時費用合計 862,185

臨時収益（D) 金額

臨時収益合計 1,328,955

純行政コスト（B+D-A-C） △ 191,473,565
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３ 一般会計等の財務４表

行政活動のうち福祉活動やごみの収集といった資産形成に結びつかない行政サービスに
係る経費とその行政サービスの直接の対価として得られた使用料・手数料などの財源（受
益者負担）を対比させたものです。
この２つの差が純行政コストとなりますが、これは受益者負担以外の市税等で賄わなけ

ればならないコストを表しています。

（２）行政コスト計算書

ア 人件費や物件費といった現金支出のほか、有形固定資産にかかる減価償却費や
賞与引当金繰入額といった非現金支出も経常費用に含んでいます。
減価償却費は約210億円で、物にかかるコストの約37%を占めており、過去に多くの

資産を整備してきたことがわかります。

イ 移転支出的なコストは４つのコスト区分の中で最も割合が大きく、経常費用
全体の約57％を占めています。
その内訳は生活保護費や障害福祉費などの社会保障給付のほか、各種団体などに

対して支出する補助金や公営企業会計などに対する繰出金です。

ウ 行政サービスの直接の対価として得られた使用料などの経常収益は約94億円で、
経常費用の約5％が受益者負担となっています。
言いかえれば、経常費用の約95％は受益者負担以外の市税などの財源で賄っている

ということになります。
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３ 一般会計等の財務４表

貸借対照表の純資産の部（現在までの世代が負担した部分）が１年間でどのように変
動したかを表すものです。

（３）純資産変動計算書

注）計数の端数調整により、表中の計、差引等が一致しない場合があります。

ア 資産形成に結びつかない純行政コストは約1,915億円ありますが、市税収入や
地方交付税などの「税収等」と「国県等補助金」により賄っています。
これは、経常収益で賄えない行政コストを市税など一般財源や国庫支出金、

県補助金により補てんしていることを意味しています。

イ 当期の純資産の変動額は約42億円のプラスとなっています。
これは、令和４年度決算において、「税収等」が約8億円の増（固定資産税や

法人市民税が前年を上回ったことなどによる）となり、行政コストに充てるための
歳入が増となったことなどによるものです。

（単位：千円）
区分 金額

期首純資産残高 513,666,496

純行政コスト △ 191,473,565

税収等 107,785,557

国県等補助金 84,605,680

その他の変動額 3,284,258

当期純資産変動額 4,201,930

期末純資産残高 517,868,427
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３ 一般会計等の財務４表

歳計現金の出入りの情報を業務活動収支、投資活動収支、財務活動収支の３つの区
分に分けて表したものです。他の３つの財務書類と異なり、行政活動を資金の流れか
らみたもので、現在の公会計と同じ現金主義による財務書類です。

（４）資金収支計算書

《業務活動収支》
人件費や物件費などの支出と税収や手数料などの収入と
いった日常の行政活動に伴う資金収支です。

《投資活動収支》
公共事業などの支出や基金への積立、水道・下水道事業
などへの出資とその財源となる補助金収入などに伴う資
金収支です。

《財務活動収支》
地方債の元金償還と新規発行に伴う収入など主に借金に
係る資金収支です。

注）計数の端数調整により、表中の計、差引等が一致しない場合があります。

（単位：千円）

（１）業務支出

（２）業務収入

（３）臨時支出

（４）臨時収入

（１）投資活動支出

　ア　公共施設等整備費支出

　イ　基金積立金支出

　ウ　その他

（２）投資活動収入

　ア　国県等補助金収入

　イ　基金取崩収入

　ウ　その他

（１）財務活動支出

　ア　地方債償還支出

（２）財務活動収入

　ア　地方債発行収入

　イ　その他

区分 金額

１　業務活動収支 15,282,062

180,195,431

190,334,615

561,182

5,704,060

２　投資活動収支 △ 13,868,958

29,194,729

21,084,480

3,119,706

4,990,543

15,325,770

5,813,694

5,781,842

3,730,234

３　財務活動収支 △ 64,008

24,645,548

24,645,548

24,581,540

22,306,410

2,275,130

当期収支 1,349,096

期首資金残高 7,200,849

期末資金残高 8,549,945
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３ 一般会計等の財務４表

歳計現金の出入りの情報を業務活動収支、投資活動収支、財務活動収支の３つの区
分に分けて表したものです。他の３つの財務書類と異なり、行政活動を資金の流れか
らみたもので、現在の公会計と同じ現金主義による財務書類です。

（４）資金収支計算書

ア 期末資金残高は約85億円となっており、内訳をみると、投資活動収支の不足額を
業務活動収支における市税などの一般財源で補てんしていることがわかります。

イ 当期現金収支は、約13億円のプラスとなっています。これは国県等補助金に係る
業務収入の減があるものの、物件費支出の減などに伴い、業務活動収支が好転したこと
などによるものです。

ウ 財務活動収支は、臨時財政対策債などの発行額が減額したことにより、地方債償還
支出が地方債発行収入を上回りマイナスとなったもので、貸借対照表に負債として
計上されている地方債の残額が減額したことを意味します。
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３ 一般会計等の財務４表

一般会計等の財務４表を令和4年度末時点の住民基本台帳人口398,747人で割った市
民一人あたりの財務４表です。

（５）市民一人当たりの財務４表

注）計数の端数調整により、表中の計、差引等が一致しない場合があります。

貸借対照表 （単位：千円） 行政コスト計算書 （単位：千円）

１　固定資産

（１）有形固定資産

（２）無形固定資産 ３　移転支出的なコスト

（３）投資その他の資産

２　流動資産

　　　うち歳計現金

資産合計

１　固定負債

２　流動負債

負債合計

純資産の部

負債及び純資産合計

資金収支計算書 （単位：千円） 純資産変動計算書 （単位：千円）

当期収支

期首資金残高

期末資金残高

資産の部 金額 経常費用 金額

1,997 １　人にかかるコスト 67

1,727 ２　物にかかるコスト 142

2 290

268 ４　その他のコスト 5

87 経常費用合計 505

21 経常収益 金額

2,084 １　使用料・手数料 9

負債の部 金額 ２　その他 14

713 経常収益合計 24

72 臨時費用 金額

785 臨時費用合計 2

純行政コスト △ 480

1,299 臨時収益 金額

2,084 臨時収益合計 3

区分 金額 区分 金額

１　業務活動収支 38 期首純資産残高 1,288

２　投資活動収支 △ 35 純行政コスト △ 480

３　財務活動収支 0 税収等 270

3 国県等補助金 212

その他の変動額 8

18 当期純資産変動額 11

21 期末純資産残高 1,299
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３ 一般会計等の財務４表

一般会計等の財務４表を令和４年度末時点の住民基本台帳人口398,747人で割った
市民一人あたりの財務４表です。

（５）市民一人当たりの財務４表

ア 市民一人あたりの道路や学校などの資産は2,084千円、地方債や退職手当引当金などの
負債は785千円です。

イ 市民一人あたりの１年間にかかる行政サービスの費用は505千円、直接負担した施設
使用料などの収入は24千円です。
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固定資産台帳とは、事業を行うための資産や道路などのインフラ施設等の固定資産につ
いて、その取得から除売却処分に至るまでの情報を管理するための帳簿で、国が定める統
一的な基準に沿って作成したものです。
長崎市の有形固定資産と無形固定資産の合計は、現在簿価で約6,895億円となっています。

有形固定資産の合計は、取得価額が約1兆4,082億円、減価償却累計額が約7,196億円、現在
簿価が約6,886億円となっており、その内訳は、事業用資産が約3,686億円、インフラ資産
が約3,152億円、物品が約48億円となっています。
また、無形固定資産については現在簿価で計上することとされており、令和4年度は

約9億円となっています。

４ 一般会計等の固定資産台帳

固定資産台帳（Ｒ5.3.31現在） （単位：千円）

種別 勘定科目名称 取得価額 減価償却累計額 現在簿価

事業用資産 土地 157,538,745 - 157,538,745

立木竹 3,250,741 - 3,250,741

建物 403,535,060 244,128,255 159,406,805

工作物 98,499,782 57,176,379 41,323,403

船舶 344,465 332,398 12,067

浮標等 526,823 177,584 349,239

建設仮勘定 6,749,078 - 6,749,078

事業用資産　集計 670,444,694 301,814,616 368,630,078
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資産老朽化の進み具合を示す「有形固定資産減価償却率」（償却資産の取得価額に
対する減価償却累計額の割合）は、長崎市においては、66.8%となっており、資産の老朽
化が進んでいることが分かります。

※インフラ資産→道路、河川、漁港、公園などの有形固定資産
事業用資産 →インフラ資産以外の有形固定資産（庁舎、公営住宅、学校など）

固定資産台帳（Ｒ5.3.31現在） （単位：千円）

インフラ資産 土地（インフラ資産） 152,406,751 - 152,406,751

建物（インフラ資産） 11,372,918 8,398,583 2,974,335

工作物（インフラ資産） 548,281,450 399,517,697 148,763,753

建設仮勘定（インフラ資産） 11,082,833 - 11,082,833

インフラ資産　集計 723,143,952 407,916,280 315,227,672

物品 14,616,821 9,861,458 4,755,363

有形固定資産　集計 1,408,205,467 719,592,354 688,613,113

無形固定資産 ソフトウェア 869,924

有形固定資産＋無形固定資産　 689,483,037

-15-



５ 地方公共団体全体の連結財務４表

注）計数の端数調整により、表中の計、差引等が一致しない場合があります。

貸借対照表 （単位：千円） 行政コスト計算書 （単位：千円）

資産の部

１　固定資産

（１）有形固定資産

（２）無形固定資産 ３　移転支出的なコスト

（３）投資その他の資産

２　流動資産

　　　うち歳計現金

資産合計

負債の部

１　固定負債

２　流動負債

負債合計

純資産の部

負債及び純資産合計

資金収支計算書 （単位：千円） 純資産変動計算書 （単位：千円）

当期収支

期首資金残高

期末資金残高

金額 経常費用 金額

1,048,506,702 １　人にかかるコスト 28,626,443

977,373,569 ２　物にかかるコスト 76,419,959

11,906,518 201,438,238

59,226,615 ４　その他のコスト 4,005,227

62,341,514 経常費用合計 310,489,867

28,168,909 経常収益 金額

1,110,848,216 １　使用料・手数料 19,985,544

金額 ２　その他 5,267,716

432,072,074 経常収益合計 25,253,260

38,549,089 臨時費用 金額

470,621,163 臨時費用合計 898,169

640,227,053 臨時収益 金額

1,110,848,216 臨時収益合計 1,334,252
純行政コスト △ 284,800,523

区分 金額 区分 金額

１　業務活動収支 26,135,990 期首純資産残高 635,324,889

２　投資活動収支 △ 21,454,186 純行政コスト △ 284,800,523

３　財務活動収支 △ 8,394,300 税収等 139,492,607

△ 3,712,496 国県等補助金 146,203,245

その他の変動額 4,006,834

31,881,405 当期純資産変動額 4,902,163

28,168,909 期末純資産残高 640,227,053
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５ 地方公共団体全体の連結財務４表

ア 貸借対照表における資産の規模は一般会計等の約1.3倍となっています。
これは上下水道事業などの公営企業会計でも大きな資産を形成しているためです。
一方、負債の規模は一般会計等の約1.5倍となっています。

これも企業債残高などによるものですが、特に下水道事業における負債の割合が
高いことに起因しています。

イ 行政コスト計算書における経常費用は一般会計等の約1.5倍となっています。
これは国民健康保険事業や介護保険事業の社会保障給付などの移転支出的な
コストが多額にのぼるためです。
一方で経常収益は水道・下水道の料金収入などがあるため一般会計等の約2.7倍に

なっています。

-17-



６ 外郭団体等を含めた連結財務４表

注）計数の端数調整により、表中の計、差引等が一致しない場合があります。

貸借対照表 （単位：千円） 行政コスト計算書 （単位：千円）

資産の部

１　固定資産

（１）有形固定資産

（２）無形固定資産 ３　移転支出的なコスト

（３）投資その他の資産

２　流動資産

　　　うち歳計現金

資産合計

負債の部

１　固定負債

２　流動負債

負債合計

純資産の部

負債及び純資産合計

.

資金収支計算書 （単位：千円） 純資産変動計算書 （単位：千円）

区分

当期収支

期首資金残高

期末資金残高

金額 経常費用 金額

1,044,420,719 １　人にかかるコスト 37,311,057

990,341,573 ２　物にかかるコスト 84,409,175

12,270,867 275,095,840

41,808,278 ４　その他のコスト 4,926,045

77,578,068 経常費用合計 401,742,117

34,982,281 経常収益 金額

1,121,998,787 １　使用料・手数料 31,922,075

金額 ２　その他 7,088,198

430,382,487 経常収益合計 39,010,273

41,302,554 臨時費用 金額

471,685,041 臨時費用合計 1,014,805

650,313,746 臨時収益 金額

1,121,998,787 臨時収益合計 1,440,552
純行政コスト △ 362,306,098

金額 区分 金額

△ 4,934,704 期首純資産残高 645,358,446

純行政コスト △ 362,306,098

39,916,985 税収等 182,108,159

国県等補助金 181,009,278

34,982,281 その他の変動額 4,143,960

当期純資産変動額 4,955,300

期末純資産残高 650,313,746
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６ 外郭団体等を含めた連結財務４表

ア 貸借対照表において、第三セクター等10団体のうち(地独)長崎市立病院機構は
負債が資産を上回る状態が続いていましたが、新型コロナウイルス感染症への
対応や経営改善の取組みなどにより、令和２年度決算以降は、資産が負債を上回る状
態を維持できております。

イ 行政コスト計算書における経常費用は地方公共団体全体の約1.3倍、経常収益は
約1.5倍となっています。
これは、広域連合方式で運営している後期高齢者医療事業にかかる多額の移転

支出的なコストや（地独）長崎市立病院機構の業務に要する費用などが計上されて
いるためです。
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